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神奈川県サテライトオフィス整備事業費補助金実施要領 

 

（趣旨）  

第１条 この要領は、神奈川県サテライトオフィス整備事業費補助金要綱（以下「要綱」 

という。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。  

 

（募集期間及び補助事業対象地域）  

第２条 募集期間及び補助事業対象地域は、次のとおりとする。 

(1) 募集期間 令和３年１月８日から令和３年２月24日とする。 

(2) 補助事業対象地域 逗子市、葉山町、相模原市、厚木市、海老名市、座間市、綾瀬

市、愛川町、清川村、平塚市、秦野市、伊勢原市、寒川町、二宮町、南足柄市、中井

町、大井町、山北町、開成町、箱根町、真鶴町、湯河原町とする。 

  

（選考基準） 

第３条 交付等の決定に係る審査の選考基準は、別表１のとおりとする。 

 

（各種様式関係） 

第４条 要綱に定めのない、補助事業遂行上必要な様式は、次のとおりとする。 

(1) 要綱第11条に定める神奈川県サテライトオフィス整備事業費補助金交付申請書の添付

書類は、「役員等氏名一覧表（様式１-２）」、「補助事業計画書（様式１-３）」とす

る。 

(2) 要綱第19条に定める神奈川県サテライトオフィス整備事業費補助金実績報告書の添付

書類は、「補助事業報告書（様式11-２）」とする。 

(3) 要綱第22条に定める台帳とは、「取得財産等管理台帳（様式14）」とする。 

 

（検査） 

第５条 知事は、補助事業が適正に行われたかを確認するため、補助事業の完了後、現地調

査等により事業の完了状況を検査することができる。 

 

附 則  

この要領は、令和２年 10月 16日から適用する。 

附 則 

この要領は、令和３年１月８日から適用する。 
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別表１ 選考基準 

評価項目 評価方法等 

①設置場所 

交付決定事業は、一次募集（令和２年 10月 16日から令和２年 12 

月 15日まで）と通算して同一市町村内で２件までとし、一次募 

集で交付決定した事業がなかった市町村内にサテライトオフィス 

を整備する補助事業を優先する。 

②座席数 
座席数が多いサテライトオフィスを整備する補助事業を優先す 

る。 
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（様式１-２） 

役 員 等 氏 名 一 覧 表 

 

令和 年 月 日現在 

 

役職名 氏  名 氏名（カナ） 生年月日 
性別 

(男･女) 
住  所 

       年  月  日  

 

       年  月  日  

 

       年  月  日  

 

       年  月  日  

 

       年  月  日  

 

       年  月  日  

 

       年  月  日  

 

       年  月  日  

 

       年  月  日  

 

       年  月  日  

 

 

記載された全ての者は、代表者又は役員に暴力団員がいないことを確認するため、本様式

に記載された情報を神奈川県警察本部に照会することについて、同意しております。 

団体名  

代表者 職・氏名              印
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（様式１-３） 

補助事業計画書（サテライトオフィス整備事業費） 

 

＜申請者の概要＞ 

（フリガナ） 

名称（商号または屋号） 
 

法人番号（13桁） 

※１ 
             

本社所在地または住所  

自社ホームページの URL 
（無い場合は「なし」と記載） 

 

事業概要  

主たる業種 ※２  

資本金額 

※３ 
千円 

設立年月（西暦） 

※４ 

     年 

月 

連絡担

当者 

（フリガナ） 

氏名 

 
役職  

住所 
(〒     ） 

 

電話番号 

（携帯番号） 
 FAX番号  

E-mailアドレス  

 

書類の送付や必要書類の提出依頼等の電話・メール連絡は、全て「連絡担当者」宛てに行い

ます。補助金の申請内容や実績報告時の提出書類の内容について、責任をもって説明できる

方を記載してください。電話番号又は携帯電話番号は必ず記載をお願いします。FAX 番号・

E-mail アドレスも極力記載してください。 

※１ 個人事業主、法人化されていない任意団体、市町村の場合は記載不要です。マイナン

バー（個人番号（12 桁））は記載しないでください。 

※２ 法人化されていない任意団体、市町村の場合は記載不要です。 

※３ 個人事業主、法人化されていない任意団体、市町村の場合は記載不要です。 

※４ 「設立年月」は、創業後に組織変更（例：個人事業者から株式会社化、有限会社から株

式会社化）された場合は、現在の組織体の設立年月（例：個人事業者から株式会社化した

場合は、株式会社としての設立年月）を記載してください。また、市町村の場合は記載不

要です。 
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＜サテライトオフィス整備事業費＞ 

⑴ 整備の内容について 

設置場所（所在地） 
(〒      ） 

 

設置場所の所有者 
（土地） 

（建物） 

整備に要する経費（補助対象経費）              円 

整備期間      年  月  日～     年  月  日 

番号 経費区分 整備内容 金額(税抜) 

１   円 

２   円 

３   円 

４   円 

５   円 

６   円 

合計 円 

 

⑵ サテライトオフィスの運用者について（交付申請者と異なる場合に記載） 

所在地または住所 
(〒      ） 

 

氏名または名称  

代表者氏名  

事業概要  

主たる業種  

 

⑶ サテライトオフィス業務計画について 

座席数  

延床面積  

最寄り駅（徒歩による所要時間）  

営業時間  

従業員数  

主な付帯設備・備品  

運営期間     年  月  日  ～    年  月  日  

運営方針  

その他（特記事項）  



 

6 

 

（様式 11-２） 

補助事業報告書 

＜報告者の概要＞ 

（フリガナ） 

名称（商号または屋号） 
 

本社所在地 
(〒        ） 

 

事業概要  

連

絡

担

当

者 

（フリガナ） 

氏名 

 

 
役職  

住所 
(〒        ） 

 

電話番号(携帯番号)  FAX番号  

E-mailアドレス  

 

＜補助金受入口座名＞ 

銀行名 店名 種別 口座番号 口座名義人（カナ） 

  □普通 

□当座 

  

 

＜補助事業の実績＞ 

設置場所（所在地） 
(〒      ） 

 

設置場所の所有者 
（土地） 

（建物） 

整備に要した経費（補助対象経費）              円 

売買または賃貸借契約日    年  月  日（本事業で契約した場合に記載） 

整備期間      年  月  日～     年  月  日 

番号 経費区分 整備内容 金額(税抜) 

１   円 

２   円 

３   円 

４   円 

５   円 

６   円 

合計 円 
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（様式 14） 

 

 

取得財産等管理台帳 

 

事業者名：         

 

（単位：円） 

区分 

 

財産名 

 

規格 

 

数量 

 

単価 

 

金額 

 

取得 

年月日 

 

保管場

所 

 

備考 

 

 

 

 

 

 

       

 

（注）１ 対象となる取得財産等は、取得価格または効用の増加価格が単価50

万円（消費税抜き）以上の取得財産とする。 

   ２ 数量は、同一規格であれば一括して記載して差し支えない。ただし、

単価が異なる場合には区分して記載のこと。 

   ３ 取得年月日は、検査を行う場合は検収年月日を記載のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


